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証券コード　7502

平成27年６月11日

株 主 各 位
東京都中央区晴海一丁目8番10号

代表取締役社長 大 島 康 広

第28回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、当社第28回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出

席くださいますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用

紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月25日（木曜日）午後６時まで

に到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時

２．場 所 東京都千代田区飯田橋一丁目１番１号

ホテルグランドパレス　３階　松の間

　（昨年と同じホテルですが、階及び会場が異なりますので、

　　お間違えのないようお願い申し上げます。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第28期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書

類監査結果報告の件

２．第28期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）計算書

類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役３名選任の件

第３号議案 監査役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じ
た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス
http://www.plazacreate.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）

事　業　報　告

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及びその成果

当連結会計年度において、当社グループは、当連結会計年度を「第二創業期」

と位置づけ、再成長に向け、さらなる構造改革と新たな取組みにチャレンジし

てまいりました。構造改革においては、業務の効率化を図ることを主な目的と

して、子会社の事業再編及びグループの組織再編を実施いたしました。

平成26年４月１日付で株式会社プラザクリエイトモバイリング及び株式会社

プラザハートは、株式会社プラザクリエイトストアーズを承継会社とする吸収

分割（子会社の事業再編）をいたしました。

平成26年７月１日付で分割後の株式会社プラザクリエイトモバイリング及び

株式会社プラザハート並びに株式会社Ｑｌｉｘは、当社と吸収合併（グループ

組織再編）いたしました。

平成26年10月１日付で当社が営むプリントショップ（フランチャイズを含

む）の本部機能とモバイル事業の一次代理店機能に関する権利義務を当社の完

全子会社である株式会社プラザクリエイトストアーズを承継会社とする吸収分

割（グループ組織再編）をいたしました。

プリント事業においては、「フォト＆モア」の新コンセプトへの店舗リニュ

ーアルを本格的に開始いたしました。年賀状プリントの既存店実績はほぼ前年

並みにとどまったものの、「なんでもダビング」サービスの受注体制強化及び

積極的なプロモーション展開もあり、直営店の既存店売上高が前年実績を上回

ることとなりました。

主力の写真プリントサービスについては、今年３月よりプリント価格を改定

させていただくとともに、従来の光沢紙に加え、写真スタジオなどで使用され

ている、指紋がつかない微粒面仕上げのプレミアムペーパーを順次導入してま

いります。写真プリント10枚以上のご注文で10枚ごとに写真雑貨プレゼントと

あわせて、魅力的な店舗づくりに全力で取り組んでまいります。

一方、モバイル事業においては消費税率引上げ後、駆け込み需要の反動によ

り売上高の減少による影響がありましたが、黒字体質は定着し収益貢献を担う

事業へと成長いたしました。

－ 2 －

当連結会計年度の事業の状況
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また、平成26年２月に設立したCimpress（旧名称 Vistaprint）との合弁会

社、ビスタプリントジャパン株式会社は、千葉県木更津市に工場建設を進め、

本年7月に完成し生産設備を整え、8月には生産開始を予定しております。世界

130カ国で愛用されるVistaprintブランドの当社店舗における本格展開に向け、

順調に準備が進んでおります。

この結果、当連結会計年度における売上高は、189億92百万円（前期比5.7％

減）となりました。利益面においては、「なんでもダビング」サービス関連費

用に加えて、新コンセプトによる店舗展開や当社グループでのビスタプリント

製品の取扱い準備に向けた店舗システム刷新等の先行費用、仕入価格の高騰に

よる影響等もあり、営業利益３億39百万円（前期比33.9％減）、経常利益２億

95百万円（前期比41.2％減）、当期純利益２億11百万円（前期比31.4％減）と

なりました。

当連結会計年度のセグメント別における概況と業績は次のとおりであります。

【プリント事業】

　当連結会計年度のプリント事業においては、店頭のＰＯＳレジを最新機に切

り替え、主力の写真プリントが低迷を続けるなか、スマートフォンユーザー向

けの受注強化策の一環として、新型プリント受付端末のシステム開発を手掛け、

概ね全店舗に導入し、顧客の利便性の追求と店舗及び本部の業務の効率化に取

り組みました。

　さらに、「フォト＆モア」をコンセプトに、既存のプリントショップの店舗

リニューアル及び出店を推進し、試行錯誤を繰り返した成果として設備投資額

が当初より低コストで出店可能となり、「フォト＆モア」店が前期比35店増加

し51店舗と急速に既存店から転換を図りました。

　また、新店とあわせて店舗従業者の人材開発並びに人材育成を強化するとと

もに、Vistaprintブランド製品の展開に向けた店舗システム刷新等に取り組み、

オムニチャネル化の構築、整備に努めてまいりました。デジタル変換サービス

「なんでもダビング」サービスは、引き続き順調で、好評をいただいておりま

す。

　また、年賀状プリントにおいては、総受注枚数は3,355万枚と既存店実績はほ

ぼ前年並みとなりました。

　以上の結果、当セグメントの売上高は、98億90百万円（前期比1.9％減）、セ

グメント利益（経常利益）は30百万円（前期比92.2％減）となりました。

【モバイル事業】

当連結会計年度におけるモバイル事業の売上高は、前年度の消費税増税前の

駆け込み需要の反動による影響を受けたものの、ストック収益（継続手数料収

入）の増加により、安定した収益基盤を遂げるまでに成長いたしました。

－ 3 －

当連結会計年度の事業の状況
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　加えて、顧客の多様なニーズを的確に捉え、顧客満足度Ｎｏ．１店舗のサー

ビスレベルを維持するとともに、人材教育に努めてまいりました。

　当セグメントの売上高は、90億37百万円（前期比6.9％減）、セグメント利益

（経常利益）は２億80百万円（前期比82.6％増）となりました。

【その他】

　ブライダル及び関連サービスにおいては、一部の教会を事業譲渡した結果、

売上規模が縮小いたしました。

　その他事業の売上高は、１億28百万円（前期比69.6％減）、セグメント損失

（経常損失）は、16百万円（前期：経常損失49百万円）となりました。

②　資金調達の状況

　当連結会計年度の所要資金につきましては、金融機関からの借入等により48

億円を調達しております。

③　設備投資の状況

　当連結会計年度の設備投資総額は、10億14百万円であります。その主なもの

は、プリントサービスの構築に伴うシステム開発費等及び店舗の新設並びに既

存店の設備什器の入れ替えであります。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。

－ 4 －

当連結会計年度の事業の状況
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(2) 財産及び損益の状況

区 分

第25期

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

第26期

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

第27期

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

第28期
(当連結会計年度)

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

売 上 高 (百万円) 18,908 18,633 20,137 18,992

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △341 310 502 295

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △1,141 179 309 211

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) △287.39 46.53 26.49 15.32

総 資 産 (百万円) 10,854 10,370 11,574 13,766

純 資 産 (百万円) 2,754 2,957 3,714 3,873

（注）１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失(△)は、期中平均発行済株式総数に基づ
いて算出しております。

２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失(△)につきましては、平成26年４月１日
付で株式１株につき３株の株式分割を行っており、第27期の期首に当該株式分割が行われ
たと仮定して算定しております。

３．第28期の業績については、前記「(1) 当連結会計年度の事業の状況」に記載のとおりであ
ります。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会社名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

百万円 ％

株式会社プラザクリエイト
ストアーズ
（注）

50 100.0

フォトショップの経営

ブライダル関連サービスの提供

携帯電話販売ショップの経営

（注）平成26年４月１日付で、吸収分割の方法で株式会社プラザクリエイトモバイリ
ング及び株式会社プラザハートは、株式会社プラザクリエイトイメージングに
対し、それぞれの運用事業に関する権利義務を承継し、株式会社プラザクリエ
イトイメージングは株式会社プラザクリエイトストアーズに商号を変更いたし
ました。
また、前連結会計年度末に重要な子会社であった株式会社プラザクリエイトモ
バイリング及び株式会社プラザハートは、当社と吸収合併いたしました。

(4) 対処すべき課題

　多様化するニーズに対応した新しい商品サービスの創造と新たな事業領域の拡

大に果敢に取り組んでゆくことが当社グループの企業価値を高め、経営基盤を安

定させるものと認識しており、以下の重点課題に対処してまいります。

－ 5 －

財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題
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①当社グループの中核となるモバイル事業領域の拡大のため、モバイル店舗の店

舗開発と迅速な出店体制を整え、スマートフォン等の着実な販売台数の増加に

より収益体質の増強に取り組んでまいります。

②従来のプリント専門店から脱却し、ネットプリントやクラウドサービス環境の

下、写真と通信の融合による高付加価値サービスを提供し、お客様の利便性向

上に努めてまいります。

③年賀状プリントにおいては、豊富なデザインテンプレートとスピード仕上げと

いう従来からのサービスに加えて、ネット受注のさらなる強化と外販営業など

当社グループ店舗以外の新たな販売チャネルの開拓に取り組むとともに、お客

様の利便性向上と生産性向上による収益力増強に取り組んでまいります。

④経済情勢の変化、天候不順、その他立地環境の変化に伴い、店舗のスクラップ

アンドビルドによる不採算店舗の閉鎖を引き続き実施し、新たな好立地への移

転及び業態転換による出店を進めてまいります。

⑤適法・適正に業務を遂行するための内部統制体制を引き続き強化するととも

に､ 社会とともに存続し発展する企業グループとして、株主、お客様から高い

信頼を得られるように取り組んでまいります。

－ 6 －

財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題
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(5) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

　当社グループは、当社及び子会社２社により構成されており、グループ会社ご

とに製品・サービス別の事業活動を展開しております。事業内容は、フォトショ

ップの経営とフランチャイズの展開並びにＷｅｂサイトを運営し、デジタルプリ

ントサービス及び写真関連商材等の販売を営むプリント事業、携帯端末等の販売

を営むモバイル事業、その他のブライダル関連サービスの提供などを事業の内容

としております。

　当社グループの主要会社ごとの主要製品・サービスの事業活動は次のとおりで

あります。

報告セグメントの名称 主な取扱商品・サービス 主要な会社

プリント事業

デジタルプリントサービス

写真関連商材

当社

㈱プラザクリエイトスタッフサービス

写真撮影サービス
㈱プラザクリエイトストアーズ（注）

モバイル事業 携帯端末

その他 ブライダル関連サービス

（注）当連結会計年度において組織再編を行った結果、㈱プラザクリエイトストアー

ズが上記３つの事業を営むことになりました。

(6) 主要な営業所及び工場（平成27年３月31日現在）

本社　　　　　　　東京都中央区
営業所　　　　　　札幌、仙台、東京、名古屋、大阪、福岡
生産センター　　　東京都葛飾区

－ 7 －

主要な事業内容、主要な営業所及び工場
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(7) 使用人の状況（平成27年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事　業　区　分 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

プリント事業 276名 22名増

モバイル事業 196 26名増

その他 4 14名減

合 計 476 34名増

（注）使用人数は就業人員であり、臨時従業員は含んでおりません。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

42名 33名減 38.2歳 6.8年

（注）１．使用人数は就業人員であり、臨時従業員数は含んでおりません。
２．使用人数が前事業年度と比べ減少している主な理由は、平成26年10月1日付けで当社を分割

会社、株式会社プラザクリエイトストアーズ（当社の連結子会社）を承継会社とする会社
分割を実施したことによるものであります。

(8) 主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 925百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 608百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 588百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 8 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．当社の株式に関する事項

(1) 株式の状況（平成27年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 41,508,774株

　当社は平成26年２月７日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成26年４月

１日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発行可能株式総数が前事業年度

末から17,508,774株増加しております。

②　発行済株式の総数 13,836,258株

　当社は平成26年２月７日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成26年４月

１日付で株式１株につき３株の株式分割を行っており、発行済株式の総数が前

事業年度末から9,224,172株増加しております。

③　株主数 2,025名

④　上位10名の株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 中 部 写 真 5,506,130株 39.79％

Vistaprint Distribution B.V.（常任代理
人 　 株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 ）

2,400,000株 17.34％

富 士 フ イ ル ム 株 式 会 社 2,259,000株 16.32％

株式会社みずほ銀行（常任代理人　資産管
理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 ）

571,200株 4.12％

資 産 管 理 サ ー ビ ス
信託銀行株式会社（証券投資信託口）

333,900株 2.41％

大 島 康 広 187,589株 1.35％

キヤノンマーケティングジャパン株式会社 150,000株 1.08％

プ ラ ザ ク リ エ イ ト 従 業 員 持 株 会 143,035株 1.03％

日 本 ト ラ ス テ ィ サ ー ビ ス 信 託 銀 行
株 式 会 社 信 託 口

121,100株 0.87％

株 式 会 社 浅 沼 商 会 81,000株 0.58％

 (注) １．大島康広氏の所有株式数は、役員持株会を通じて所有している持分を含めた実質所有株式
数を記載しております。

２．Vistaprint Distribution B.V.については、株主名簿上の名称と異なりますが、特に実質
株主として把握していることにより記載しております。

３．持株比率は自己株式（501株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。

－ 9 －

当社の株式に関する事項



2015/05/29 21:22:43 / 14066666_株式会社プラザクリエイト_招集通知

３．当社の会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）

地 位 及 び 担 当 氏 名 重要な兼職の状況

代表取締役社長 大 島 康 広
株式会社プラザクリエイトストアーズ代表取締役社長、
株式会社プラザクリエイトスタッフサービス代表取締役、
ビスタプリントジャパン株式会社代表取締役社長

常 務 取 締 役 村 瀬 伸 行

取 締 役
管 理 本 部 長

大 橋 正 信

取 締 役 池 田 孝 行

常 勤 監 査 役 草 野 弥 平

監 査 役 村 田 真 一 弁護士

監 査 役 林 　 公 一 公認会計士

（注）１．監査役村田真一氏及び監査役林公一氏は、社外監査役であります。なお、村田真一氏を東
京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２．監査役林公一氏は、公認会計士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有してお
ります。

(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

４名
(-)

99百万円
(-)

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

３名
 （２名）

８百万円
（３百万円）

合 計 ７名 107百万円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成７年６月30日開催の第８回定時株主総会において年額150百万

円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、平成７年６月30日開催の第８回定時株主総会において年額30百万

円以内と決議いただいております。

－ 10 －

当社の会社役員に関する事項



2015/05/29 21:22:43 / 14066666_株式会社プラザクリエイト_招集通知

(3) 社外役員に関する事項

①　他の法人等との兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係

　　該当事項はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

ア．取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会 監査役会

出席回数 開催回数 出席回数 開催回数

監 査 役 村 田 真 一 10回 13回 5回 5回

監 査 役 林 　 公 一 11回 13回 5回 5回

イ．取締役会及び監査役会における発言状況

　監査役村田真一氏は、主に弁護士の見地から発言を行っております。

　監査役林公一氏は、主に公認会計士の見地から発言を行っております。

③　責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外監査役村田真一、林公一の両氏との間で、会社法第423条第１項

の賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合は、当該賠償責任を会

社法第425条第１項に定める最低責任限度額に限定する旨の契約（責任限定契

約）を締結しております。

４．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額

30百万円

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業
年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

－ 11 －
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(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、監査役会の請求に基づい

て、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることといたしま

す。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株

主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

(4) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

５．業務の適正を確保するための体制

　当社は、取締役会において、内部統制システム構築の基本方針について次のとお

り決議しております。

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおり

であります。

(1) 当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制

　代表取締役は、コンプライアンス担当の取締役を任命し、当該取締役の指揮、

監督のもと、『プラザクリエイトグループ行動憲章』に基づきコンプライアンス

体制の確立・進展に努める。

(2) 当社グループの取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社グループの取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び社内規程

に基づき、書面又は電磁的媒体に記録し、適切に保存、管理するとともに、必要

に応じて取締役及び監査役が閲覧可能な状態を維持する。

(3) 当社グループの損失の危機の管理に関する規程その他の体制

　当社グループの事業活動の全般に係るリスクの管理については、代表取締役を

委員長とするＣＰ（コンプライアンス）＆ＲＭ（リスク管理）委員会を設置し、

社内規程及びガイドラインに基づきグループ全体のリスク管理並びに当社及びグ

ループ各社の業務執行に係るリスクの管理にあたる。

(4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、定例の取締役会を原則月１回開催し、法令又は定款で定める事項及び

経営上の重要事項の決定、並びに各取締役の業務執行状況の監督等を行うととも

に、原則として週１回の頻度で取締役及び常勤監査役の出席する会議体を設け、

迅速かつ効率的な意思決定ができるよう努める。

－ 12 －
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(5) 当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に対する体制

　当社の子会社に関する管理は、関係会社管理規程に基づき、各子会社の経営内

容を的確に把握するために重要な事項については、当社取締役会に報告する。ま

た、内部監査室は、内部監査規程に基づき、各子会社についても内部監査の対象

とし、当社グループの内部統制の適切性、有効性の確保に努める。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合には、その要請に応じて適

切な人材を配置する体制を整備する。監査役より監査業務に必要な命令を受けた

使用人は、その命令に関して、取締役の指揮命令は受けず、取締役からの独立性

を確保する。

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関

する体制

　監査役は、原則月1回開催される取締役会をはじめとする各種の重要な会議に出

席し、取締役の報告を聴取する。監査役が必要と判断した情報については、当社

グループの取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。この場合、報

告をした者に対する秘密保持に最大限配慮するとともに、監査役に報告をした者

が当該報告をした理由として不利益な取り扱いをすることを禁止する。

　また、監査役の職務を執行するうえで必要な費用の前払いまたは償還の手続き、

その他当該職務の遂行にともない発生する費用または債務等の請求をしたときは、

速やかに当該費用または債務を支払うものとする。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、取締役、使用人、会計監査人と適宜意見交換の場を設定し、監査の

実効性を確保する。

　内部監査室は、内部監査の計画、結果の報告を監査役に対して定期的もしくは

必要に応じて行い、監査役監査が実効的に行われる体制の確保に努める。

(9) 財務報告の適正性を確保するための体制

　当社グループは、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の

関連法令に基づき有効かつ適切な内部統制の整備及び運用する体制の構築に努め

るとともに、その体制について適正に機能することを継続的に評価し、必要な是

正措置を行うものとする。

(10) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその体制

　当社グループは、『プラザクリエイトグループ行動憲章』に基づき、市民社会

の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは断固として対決する。

６．会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成27年３月31日現在）

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

リ ー ス 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

7,171,999

3,185,377

1,467,079

1,348,769

123,523

51,113

996,492

△357

6,583,075

2,928,811

701,630

170,434

1,364,215

481,924

28,865

181,742

415,954

45,489

150,528

219,936

3,238,309

1,246,328

1,883,790

120,727

△12,537

10,927

10,927

流 動 負 債 4,927,512

買 掛 金 1,011,550

未 払 金 843,843

１年内償還予定社債 210,000

短 期 借 入 金 2,254,761

リ ー ス 債 務 158,373

未 払 法 人 税 等 19,217

賞 与 引 当 金 88,112

そ の 他 341,654

固 定 負 債 4,965,250

社 債 320,000

長 期 借 入 金 3,548,517

リ ー ス 債 務 548,853

繰 延 税 金 負 債 72,529

退職給付に係る負債 119,758

資 産 除 去 債 務 72,867

長 期 預 り 保 証 金 277,757

そ の 他 4,969

負 債 合 計 9,892,763

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,780,236

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 1,187,511

利 益 剰 余 金 2,492,824

自 己 株 式 △99

その他の包括利益累計額 93,002

その他有価証券評価差額金 93,002

純 資 産 合 計 3,873,239

資 産 合 計 13,766,002 負 債 純 資 産 合 計 13,766,002

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 14 －
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連 結 損 益 計 算 書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 18,992,292

売 上 原 価 10,857,613

売 上 総 利 益 8,134,679

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,795,286

営 業 利 益 339,392

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,550

仕 入 割 引 5,903

協 賛 金 収 入 16,820

受 取 手 数 料 12,383

そ の 他 67,076 105,733

営 業 外 費 用

支 払 利 息 49,708

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 78,981

そ の 他 21,096 149,787

経 常 利 益 295,339

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 27,337 27,337

特 別 損 失

減 損 損 失 85,251

店 舗 閉 鎖 損 失 4,688 89,940

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 232,736

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 19,341

法 人 税 等 調 整 額 1,408 20,749

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 211,987

当 期 純 利 益 211,987

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成26年４月１日　残高 100,000 1,187,511 2,396,135 △99 3,683,547

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △115,297 － △115,297

当 期 純 利 益 － － 211,987 － 211,987

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － － 96,689 － 96,689

平成27年３月31日　残高 100,000 1,187,511 2,492,824 △99 3,780,236

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括
利益累計額合計

平成26年４月１日　残高 30,895 30,895 3,714,443

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △115,297

当 期 純 利 益 － － 211,987

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

62,106 62,106 62,106

連結会計年度中の変動額合計 62,106 62,106 158,796

平成27年３月31日　残高 93,002 93,002 3,873,239

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　２社

・連結子会社の名称　　　　　　株式会社プラザクリエイトストアーズ、株式会社プラザクリ

エイトスタッフサービス

なお、株式会社プラザクリエイトストアーズは、平成26年４

月１日に株式会社プラザクリエイトイメージングから商号を

変更しております。

株式会社フォトネットは平成26年７月31日に清算完了したこ

とにより連結の範囲から除外しております。

株式会社プラザクリエイトモバイリング、株式会社プラザハ

ート及び株式会社Ｑｌｉｘは、平成26年10月１日に当社と吸

収合併したため、連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数

関連会社　１社

・主要な会社等の名称　　　　　ビスタプリントジャパン株式会社

(3) 会計処理基準に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）に

よっております。

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法によっております。

ロ．デリバティブ　　　　　　　原則として時価法によっております。

ハ．たな卸資産

・商品　　　　　　　　　　　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっており

ます。

また、一部の商品は個別法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっ

ております。

・製品　　　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

・原材料　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

・貯蔵品　　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）によっております。

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　定率法によっております。

（リース資産除く）　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法によっております。

－ 17 －
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なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

・建物及び構築物　　　15～47年

・機械装置及び運搬具　５～６年

ロ．無形固定資産

（リース資産除く）

自社利用ソフトウェアは、見込利用可能期間（３～５年）を

耐用年数とする定額法によっております。

ハ．リース資産（借手）　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を

採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース契約期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

ニ．長期前払費用　　　　　　　均等償却によっております。

③重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については債

権の回収可能性を個別に検討して算出した貸倒見積額を計上

しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち

当連結会計年度の負担額を計上しております。

④退職給付に係る会計処理の方法

　一部の国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

⑥重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップ取引のうち、「金利スワップの特例処理」

（金融商品に関する会計基準注解（注14））の対象となる取

引については、当該特例処理を適用しております。

ロ．ヘッジ手段と　　　　　　　ヘッジ手段……金利スワップ取引

ヘッジ対象　　　　　　　　ヘッジ対象……将来の相場（金利）の変動により将来キャッ

シュ・フローが変動するリスクのある借入金

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　金利リスクのある借入金については、金利スワップ取引によ

り金利リスクをヘッジしております。

ニ．ヘッジ有効性

評価の方法

ヘッジ対象及びヘッジ手段について、それぞれのキャッシュ・

フロー総額の変動額を比較し、両者の変動額を基礎にして検

証しておりますが、ヘッジ対象及びヘッジ手段について元

本、利率、期間等の重要な条件が同一である場合には、本検

証を省略することとしております。

⑦その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．繰延資産の処理方法

社債発行費　　　　　　　社債償還期間（５年間）にわたり均等償却しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　税抜方式によっております。

ハ．のれんの償却方法及び償

却期間

のれんは５年で均等償却又は一括償却しております。
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２．表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において区分掲記しておりました「助成金収入」（前連結会計年度　11,055千

円）は、重要性が乏しくなったため「営業外収益」の「その他」に含めて表示する方法に変更し

ております。なお、当連結会計年度の「助成金収入」は、5,629千円であります。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

投資有価証券 160,204千円

計 160,204千円

②担保に係る債務

買掛金 25,463千円

流動負債その他 3,664千円

計 29,128千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 6,296,618千円

(3) 保証債務

　関連会社のリース取引に対する債務

ビスタプリントジャパン株式会社 42,558千円

計 42,558千円

４．連結損益計算書に関する注記

 　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上して

おります。

場 所 用 途 種 類 金額（千円）

東日本地区　　 1店舗 店 舗 建 物 等 5,852

関　東地区　　19店舗 店 舗 建 物 等 61,761

西日本地区　　11店舗 店 舗 建 物 等 14,027

本　　　社 遊休資産等
機械装置及び運搬具
その他無形固定資産

3,609

合 計 85,251

　当社グループは店舗資産については店舗、その他の事業用資産については管理会計上の区分

によって資産のグルーピングを行っております。なお、賃貸用不動産及び遊休資産については、

当該資産を独立したグルーピングとしております。店舗については、営業損益が継続してマイ

ナス等である店舗を対象に帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。その内訳は、建物及び構築物62,533千円、その他19,108千円で

あります。なお、店舗の回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フ

ローに基づく使用価値がマイナスであるため回収可能価額は零として評価しております。また、

プリント事業の廃棄を決定した遊休資産について帳簿価格を回収可能価額まで減損しました。

その内訳は、機械装置及び運搬具1,879千円、その他有形固定資産1,730千円であります。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 4,612,086株 9,224,172株 －株 13,836,258株

（注）普通株式の増加は、平成26年3月31日を基準日とし、普通株式を１株につき３株の割合をもっ

て平成26年４月１日を効力発生日とする株式の分割によるものであります。

(2) 剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額等

平成26年６月27日開催の第27回定時株主総会による配当に関する事項

・配当金の総額 115,297千円

・１株当たり配当額 25.00円

・基準日 平成26年３月31日

・効力発生日 平成26年６月30日

（注）１．平成26年３月期期末配当金の内訳（普通配当20円 設立25年記念配当5円）

２．当社は、平成26年４月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。

平成26年３月期については当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの

平成27年６月26日開催の第28回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 96,850千円

・１株当たり配当額 7.00円

・基準日 平成27年３月31日

・効力発生日 平成27年６月29日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入に

より資金を調達しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図ってお

ります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把

握を行っています。

　借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対し

て金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは内

部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれ

ておりません（（注）２．参照）。
(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 3,185,377 3,185,377
－

(2) 受取手形及び売掛金 1,467,079 1,467,079 －

(3) 投資有価証券

その他有価証券 223,524 223,524 －

(4) 敷金及び保証金 1,883,790 1,829,446 △54,343

資産計 6,759,772 6,705,428 △54,343

(1) 買掛金 1,011,550 1,011,550 －

(2) 未払金 843,843 843,843 －

(3) 短期借入金 400,000 400,000 －

(4) 未払法人税等 19,217 19,217 －

(5) 社債（*1） 530,000 528,104 △1,895

(6) 長期借入金（*2） 5,403,278 5,413,902 10,624

(7) リース債務（*3） 707,226 711,774 4,547

(8) 長期預り保証金 277,757 244,146 △33,610

負債計 9,192,872 9,172,538 △20,334

デリバティブ取引 － － －

（*1）　社債には１年内償還予定として区分表示した１年内償還予定の社債を合算しております。

（*2）　長期借入金には１年内返済予定として区分表示した短期借入金を合算しております。

（*3）　リース債務には１年内返済予定として区分表示したリース債務を合算しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、並びに (2)  受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4) 敷金及び保証金

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び

国債の利回りにより割り引いた現在価値によっております。

負　債

(1) 買掛金、(2) 未払金、(3) 短期借入金、並びに (4) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。
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(5) 社債

　社債の時価は、固定金利によるものは、元利金の合計額を新規に同様の発行を行った

場合に想定される利率で割り引いた現在価値によっております。変動金利によるものは、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(6) 長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値によっております。変動金利による長期借入金は金利スワッ

プの特例処理の対象とされており（下記デリバティブ取引参照）、当該金利スワップと

一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的

に見積もられる利率で割り引いた現在価値によっております。また、一部の長期借入金

の時価は、変動金利によるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(7) リース債務

　リース債務の時価は、元利金の合計額を新規に同様のリース契約を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値によっております。

(8) 長期預り保証金

　長期預り保証金の時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとにその将来キャッシ

ュ・フローを返済期日までの期間及び国債の利回りにより割り引いた現在価値によって

おります。

デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として

処理されているため、その時価は、当該長期借入金に含めて記載しております（上記負債(6) 

参照）。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 16,379

関連会社株式
（非上場株式）

969,720

その他 36,705

　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること等がで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3) 投資有価証券」には

含めておりません。
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７．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、神奈川県その他の地域において、賃貸用建物（土地を含む）を有

しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時価

1,449,620 1,665,278

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金

額であります。

２．当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標

を用いて調整を行ったものを含む）であります。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 279円94銭

(2) １株当たり当期純利益 15円32銭

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

（注）　記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。ただし、１株当たり情報

に関する注記については、表示数値未満の端数を四捨五入して表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成27年3月31日現在）

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

3,198,396

2,538,108

103

52,667

52,230

3,039

9,663

51,113

489,763

1,706

7,494,707

1,595,177

171,158

195

10

2,732

4,752

1,416,327

10,979

7,868

3,111

5,888,550

276,608

1,048,701

5,663,679

1,088

76,257

19,845

△1,197,631

10,927

10,927

流 動 負 債 2,832,368

買 掛 金 11,510

短 期 借 入 金 400,000

１年内返済予定長期借入金 1,771,761

１年内償還予定社債 210,000

未 払 金 343,120

未 払 費 用 34,684

未 払 法 人 税 等 5,481

前 受 金 480

預 り 金 34,139

前 受 収 益 13,417

賞 与 引 当 金 7,749

そ の 他 23

固 定 負 債 3,849,008

社 債 320,000

長 期 借 入 金 3,341,267

繰 延 税 金 負 債 53,467

資 産 除 去 債 務 19,494

長 期 預 り 保 証 金 114,779

負 債 合 計 6,681,376

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,929,651

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 1,187,511

資 本 準 備 金 265,346

その他資本剰余金 922,165

利 益 剰 余 金 2,642,239

その他利益剰余金 2,642,239

繰 越 利 益 剰 余 金 2,642,239

自 己 株 式 △99

評価・換算差額等 93,002

その他有価証券評価差額金 93,002

純 資 産 合 計 4,022,654

資 産 合 計 10,704,030 負 債 純 資 産 合 計 10,704,030

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 5,280,851

売 上 原 価 4,240,189

売 上 総 利 益 1,040,661

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 983,158

営 業 利 益 57,503

営 業 外 収 益

受 取 利 息 79,272

受 取 配 当 金 2,772

仕 入 割 引 2,436

受 取 手 数 料 53,370

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 13,023

そ の 他 32,937 183,813

営 業 外 費 用

支 払 利 息 37,840

そ の 他 13,869 51,709

経 常 利 益 189,605

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 8,069 8,069

特 別 損 失

減 損 損 失 2,969 2,969

税 引 前 当 期 純 利 益 194,705

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,481

法 人 税 等 調 整 額 1,505 6,986

当 期 純 利 益 187,719

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主 資
本 合 計

資本準備金
　その他
　資本剰
余金

資本剰
余金合
計

そ の 他
利 益 剰
余 金 利 益 剰

余 金 合
計繰 越 利

益 剰 余
金

平成26年４月１日　残高 100,000 265,346 922,165 1,187,511 2,569,818 2,569,818 △99 3,857,230

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △115,297 △115,297 － △115,297

当 期 純 利 益 － － － － 187,719 187,719 － 187,719

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － 72,421 72,421 － 72,421

平成27年３月31日　残高 100,000 265,346 922,165 1,187,511 2,642,239 2,642,239 △99 3,929,651

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

平成26年４月１日　残高 30,895 30,895 3,888,126

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △115,297

当 期 純 利 益 － － 187,719

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

62,106 62,106 62,106

事業年度中の変動額合計 62,106 62,106 134,528

平成27年３月31日　残高 93,002 93,002 4,022,654

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）に

よっております。

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法によっております。

②デリバティブ　　　　　　　　　原則として時価法によっております。

③たな卸資産

・商品　　　　　　　　　　　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっており

ます。

また、一部の商品は個別法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっ

ております。

・製品　　　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

・原材料　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

・貯蔵品　　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産　　　　　　　　　定率法によっております。

（リース資産除く）　　　　　　　ただし平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

・建物　　　　　　　　　　15～47年

・機械及び装置　　　　　　６年

・工具、器具及び備品　　　２～６年

②無形固定資産

（リース資産除く）

自社利用ソフトウェアについては、見込利用可能期間（３～

５年）を耐用年数とする定額法によっております。

③リース資産（借手）　　　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を

採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース契約期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

④長期前払費用　　　　　　　　　均等償却によっております。

(3) 引当金の計上基準

①貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については債

権の回収可能性を個別に検討して算出した貸倒見積額を計上

しております。

－ 27 －

個別注記表



2015/05/29 21:22:43 / 14066666_株式会社プラザクリエイト_招集通知

②賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち

当期の負担額を計上しております。

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建の資産及び負債は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

(5) ヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップ取

引のうち、「金利スワップの特例処理」［金融商品に関する

会計基準注解（注14）］の対象となる取引については、当該

特例処理を適用しております。

・ヘッジ手段　　　　　　　　　金利スワップ取引

・ヘッジ対象　　　　　　　　　将来の相場（金利）の変動により将来キャッシュ・フローが

変動するリスクのある借入金

・ヘッジ方針　　　　　　　　　金利リスクのある借入金については、金利スワップ取引によ

り金利リスクをヘッジしております。

・ヘッジ有効性

評価の方法

ヘッジ対象及びヘッジ手段について、それぞれのキャッシュ・

フローの総額の変動額を比較し、両者の変動額を基礎にして

検証しておりますが、ヘッジ対象及びヘッジ手段について元

本、利率、期間等の重要な条件が同一である場合には、本検

証を省略することとしております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①繰延資産の処理方法

社債発行費　　　　　　　　社債償還期間（５年間）にわたり均等償却しております。

②消費税等の会計処理　　　　　税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

投資有価証券 160,204千円

計 160,204千円

②担保に係る債務

　担保に対応する債務は、当社の子会社である株式会社プラザクリエイトストアーズの以下の債

務であります。

買掛金 25,463千円

流動負債その他 3,664千円

計 29,128千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 263,359千円
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(3) 保証債務

関係会社に対する債務

　株式会社プラザクリエイトストアーズ

金融機関からの借入 290,250千円

仕入取引に対する債務 874,309千円

リース取引に対する債務 707,226千円

計 1,871,785千円

　　　　ビスタプリントジャパン株式会社

　　　リース取引に対する債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　42,558千円

計 42,558千円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

売掛金 35,827千円

その他の短期金銭債権 150,601千円

その他の短期金銭債務 328,073千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 4,548,881千円

仕入高 55,154千円

営業取引以外の取引による取引高 200,807千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 167株 334株 －株 501株

（注）普通株式の増加は、平成26年３月31日を基準日とし、普通株式を１株につき３株の割合をもっ

て平成26年４月１日を効力発生日とする株式の分割によるものであります。
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５．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 2,735千円

貸倒引当金繰入超過額 391,654千円

減損損失 24,616千円

税務上の繰越欠損金 276,966千円

その他 76,478千円

繰延税金資産小計 772,451千円

評価性引当額 △719,501千円

繰延税金資産合計 52,950千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 50,741千円

資産除去債務の適用に伴う有形固定資産 4,562千円

繰延税金負債合計 55,303千円

繰延税金負債の純額 2,353千円

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正

する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開

始する事業年度から法人税率等の引き下げ等が行われることとなりました。

　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の37.1％か

ら平成27年４月１日後に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等について35.3％に変

更されております。

　この税率変更による繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）及び法人税等

調整額の影響額は軽微であります。

６．企業結合等関係

共通支配下の取引等

１．取引の概要

(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称：当社のプリント事業及びモバイル事業

事業の内容：当社が営むプリントショップ（フランチャイズを含む）の本部機能とモバイル事

業の一次代理店機能

(2) 企業結合日　平成26年10月１日

(3) 企業結合の法的形式

　当社を分割会社、株式会社プラザクリエイトストアーズ（当社の連結子会社）を承継会社とす

る会社分割

(4) 結合後企業の名称

株式会社プラザクリエイトストアーズ（当社の連結子会社）
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(5) その他取引の概要に関する事項

　これまで当社のプリントショップ（フランチャイズを含む）の本部機能及びモバイル事業の一

次代理店機能と、株式会社プラザクリエイトストアーズのショップ機能に分離していましたが、

これらを統合することにより、本部とショップとの意思決定や実行のスピードを向上させ、マネ

ジメントの強化を図るとともに業務のスリム化、効率化を目的として、当社の連結子会社である

株式会社プラザクリエイトストアーズに分割譲渡いたしました。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号  平成20年12月26日公表分）及び「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号  平成

20年12月26日公表分）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社

株 式 会
社 プ ラ
ザ ク リ
エ イ ト
ス ト ア
ーズ

東京都
中央区

50,000

プリント
ショップ
の経営と
フランチ
ャイズの
展開並び
にＷｅｂ
サイトを
運営

携帯販売

ブライダ
ルサービ
ス

直接
100.0

資金の援助
役員の兼任

商品・製品
の売上
（注１）

4,323,969

売掛金 35,827

手数料収入
（注２）

224,482

受取手数料
（注３）

47,520
未収入金 324

雑収入 1,932

受取利息
（注４）

78,740

長期貸付金 5,639,179資金の貸付
（注４）

4,300,000

資金の返済 1,546,099

貸倒引当金
戻入額
（注５）

20,178 貸倒引当金 1,179,188

銀行借入に
対する債務
保証
（注６）

290,250 － －

仕入先に対
する債務保
証
（注７）

874,309 － －

リース取引
に対する債
務保証
（注８）

707,226 － －

子会社

株 式 会
社 プ ラ
ザ ク リ
エ イ ト
ス タ ッ
フ サ ー
ビス

東京都
中央区

10,000
障碍者雇
用特例子
会社

直接
100.0

資金の援助
役員の兼任

受取利息
（注４）

174

長期貸付金 24,500資金の貸付
（注４）

9,500

資金の返済 －

貸倒引当金
繰入額
（注５）

7,155 貸倒引当金 18,443

子会社

株 式 会
社 フ ォ
ト ネ ッ
ト

－ － － － －
債権放棄
（注９）

61,203 － －

－ 31 －

個別注記表
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(2) 役員及び主要株主等

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社

株 式 会
社 Ｃ ｏ
ｌ ｏ ｒ
ｓ
(注10）

愛知県
名古屋
市

9,000
ダビング
サービス

なし

ダビン
グサー
ビスの
外 注

ダビングサ
ービスの外
注
（注１）

70,287 － －

取引条件及び取引条件の決定方法等

（注）１．商品・製品の売上及びダビングサービスの外注等に係る取引金額については、一般の取

引条件と同様に決定しております。

２．当社は、ブランド管理及び経営指導並びに管理業務の対価として、手数料収入を受け取

っております。ブランド管理は、ロイヤリティとして店舗の売上高の一定割合により、

経営指導及び管理業務は概ね実費に基づき、グループ会社との間で同一の合理的な基準

により決定しております。

３．受取手数料は、子会社の管理業務を当社が一括で請け負っている対価であり概ね実費に

基づいた金額であります。

４．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

５．貸倒引当金の設定については、貸付金に対して事業計画に基づき行ったものであります。

６．銀行借入（２億90百万円、期限５年）に対する債務保証を行ったものであります。なお、

保証料は受領しておりません。

７．通信会社等からの仕入債務に対するものであります。

８．リース取引によるリース債務に対するものであります。

９．債権放棄については、子会社の清算結了により行ったものであります。なお、債権放棄

にあたり前事業年度に計上した貸倒引当金61,198千円を取崩しております。

10．当社役員大島康広の近親者が議決権の100%を直接保有しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 290円74銭

(2) １株当たり当期純利益 13円58銭

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

（注）　記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。ただし、１株当たり情報

に関する注記については、表示数値未満の端数を四捨五入して表示しております。

－ 32 －

個別注記表
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成２７年５月１９日

株式会社プラザクリエイト
　　取　締　役　会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 津 田 良 洋 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 三 井 勇 治 

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社プラザクリエイトの平成２６
年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社プラザクリエイト及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上

－ 33 －

連結会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成２７年５月１９日

株式会社プラザクリエイト
　　取　締　役　会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 津 田 良 洋 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 三 井 勇 治 

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社プラザクリエイトの平
成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第２８期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を
行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上

－ 34 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第28期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職

務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、

情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会

議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事

業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載

されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法

施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議

の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい

て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を

受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、

子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて

子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務

の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各

号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会

計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め

ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに

連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書

及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 35 －
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。

　また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職

務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

平成27年５月25日

株式会社プラザクリエイト　監査役会

常勤監査役 草 野 弥 平 

社外監査役 村 田 真 一 

社外監査役 林 　 公 一 

以　上

－ 36 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　株主様への利益配分に関しましては、継続的、安定的な配当を維持し、経営環境

や業績を考慮した適正な利益配分を基本方針としております。

　当期の期末配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり普通配当７円とさ

せていただきたく存じます。

（1）配当財産の種類

金銭といたします。

（2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　 当社普通株式１株につき７円といたしたいと存じます。

　　 なお、この場合の配当総額は96,850,159円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日

平成27年６月29日といたしたいと存じます。

第２号議案　取締役３名選任の件

　取締役４名全員が本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

経営機構改革を実施し、取締役会において戦略的かつ機動的に意思決定が行えるよ

う１名減員し、取締役３名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当社株式
の 数

１

おお

大
しま

島
やす

康
ひろ

広
（昭和38年12月15日）

昭和63年３月　当社設立　代表取締役社長（現任）
平成９年８月　㈱中部写真代表取締役社長（現任）
平成17年６月　㈱５５ステーション管財人
平成18年１月　㈱５５ステーション〔現　㈱プラザク

リエイトストアーズ〕代表取締役社長
平成19年４月　㈱プラザクリエイトモバイリング代表

取締役社長
平成19年６月　㈱プラザハート代表取締役社長
平成20年６月　㈱プラザクリエイトモバイリング代表

取締役会長
平成22年６月　㈱プラザクリエイトイメージング〔現

㈱プラザクリエイトストアーズ〕代表
取締役会長

平成25年３月　㈱プラザクリエイトスタッフサービス
代表取締役社長（現任）

平成25年６月　㈱プラザクリエイトストアーズ代表取
締役社長（現任）

平成26年２月　ビスタプリントジャパン㈱代表取締役
社長（現任）

187,589株
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当社株式
の 数

２

むら

村
せ

瀬
のぶ

伸
ゆき

行
（昭和43年６月20日）

平成３年８月　当社入社
平成16年４月　当社第一事業統括部長
平成17年６月　当社取締役第一事業統括部長
平成20年６月　㈱プラザクリエイトモバイリング代表

取締役社長
平成20年12月　当社取締役商品本部長
平成21年４月　当社取締役ネットワーク事業本部長
平成21年６月　当社常務取締役（現任）

34,271株

３

おお

大
はし

橋
まさ

正
のぶ

信
（昭和30年１月１日）

平成18年１月　㈱みずほ銀行　堺支店長
平成20年４月　同行より㈱クオラス出向
平成21年１月　㈱クオラス営業本部営業局長
平成24年４月　当社入社
平成24年６月　当社取締役管理本部長(現任）
平成25年５月　㈱プラザハート代表取締役社長

6,001株

（注）１．取締役候補者大島康広氏は、株式会社プラザクリエイトストアーズの代表取締役社長を兼
務しており、当社は各社と資金貸付等の取引関係があります。

２．所有する当社株式の数には、役員持株会を通じて所有している持分を含めた実質所有株式
数を記載しております。

－ 38 －
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第３号議案　監査役１名選任の件

　本総会終結の時をもって監査役草野弥平氏が、辞任されることとなります。よっ

て監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当 社 株 式
の 数

こ

小
ばやし

林
けん

健
じ

司
（昭和38年10月6日）

平成８年２月　当社入社
平成21年４月　経営企画室長

5,651株

（注）１.候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２.所有する当社株式の数には、従業員持株会を通じて所有している持分を含めた実質所有株式

数を記載しております。

以　上

－ 39 －

監査役選任議案
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株主総会会場ご案内図

〔会　場〕 東京都千代田区飯田橋一丁目１番１号

ホテルグランドパレス　３階　松の間

電話（03）3264－1111

至渋谷駅

千鳥ヶ淵

至新宿駅

靖国
神社

靖
国
神
社
駐
車
場

九段高

田安門

早稲田通り

日本歯科大千代田区立
九段中等教育学校

東京
警察病院

至新宿駅

至秋葉原駅

東京大神宮

暁星幼稚園

暁星学園高中

東京ルーテルセンター

飯田橋駅

ＪＲ　

飯
田
橋
駅

目白通り

東西線

暁星小

飯田橋通局〒

フィリピン
大使公邸

和洋女子大
附属高・中

半蔵門線
新宿線
九段下駅
出入口

至
竹
橋
駅

九段下駅靖
国
通
り ホテル

グランドパレス

半
蔵
門
線

新
宿
線

東西線
九段下駅
出入口

交通のご案内

●東京メトロ東西線・半蔵門線、都営地下鉄新宿線

「九段下駅」より徒歩１分

●ＪＲ総武線、東京メトロ東西線・有楽町線・南北線、

都営地下鉄大江戸線

「飯田橋駅」より徒歩７分

地図




